
             

① プレミアム付き商品券事業 … 商工観光課 

＜概要＞ 

物価高騰の影響を受けている市民や事業者の負担軽減を図り、地域経済の回

復・活性化を支援するため、市内限定のプレミアム付きデジタル商品券を追加

発行する。 

＜発行額・プレミアム率＞  

・追加発行額 デジタル（スマイルペイ）2億円 

・プレミアム率 25％ 

＜内容＞ 

・実施主体  みやま市商工会 

・販売価格  １セット 10,000円（12,500円分のデジタル商品券） 

（中小店用：9,000円、全店用：3,500円） 

・購入限度額 デジタル：1人あたり 10万円まで購入可能（現在購入済分を含む） 

・使用期間  令和 5年 11月上旬 ～ 令和 6年 1月 31日 

・申込期間  令和 5年 11月上旬より随時申込可能 

・購入方法  先着順（専用アプリにて） 

＜予算額＞  

３，４００万円 

・総額 2億円×プレミアム率 25％＝5,000万円 

（市補助 3,000万円、県補助 2,000万円） 

・事務費 400万円（販売手数料、決済手数料など） 

 

 

② 市内中小事業者支援（経営力向上応援事業） … 商工観光課 

＜概要＞ 

原油価格や物価高騰の影響を乗り越えるため、経営革新や販路開拓に取り組む

中小事業者を支援する。 

＜対象事業者＞ 

6ヵ月以上市内に営業所（事業所）があり、市内に居住している中小事業者 

＜支援内容＞ 

❶令和５年度中に県の経営革新原油高騰等克服支援補助金の交付決定を受け

た事業者に対し、対象経費の 1/4（上限 25 万円）を補助する。 

25万円×5件＝125 万円 

 



❷令和５年度中に国の小規模事業者持続化補助金の交付決定を受けた事業者

に対し、一律 20万円を補助する。 

20万円×10件＝200万円 

※申請は、❶❷のどちらか 1回限り。 

＜予算額＞ 

３２５万円 

 

 

③ 農業経営継続支援（施設園芸用燃油価格高騰対策事業） … 農林水産課 

＜概要＞ 

経営費に占める燃料費の割合の高い施設園芸農家に対して、燃油価格高騰分の

一部を補助する。 

＜補助対象者＞ 

国のセーフティーネット構築事業に加入している施設園芸農家 

＜補助内容＞ 

燃油価格上昇相当分に対し、10万円を上限に補助する。 

＜予算額＞ 

２，９００万円（10万円×290件） 

 

 

④ 漁業経営継続支援（漁業燃油価格高騰対策事業） … 農林水産課 

＜概要＞ 

燃油価格高騰の影響を受けている漁業者の負担軽減を図るため、燃油価格高騰

分の一部を補助する。 

＜補助対象者＞ 

高田漁業協同組合（20件）、山門羽瀬漁業協同組合（2件） 

＜補助内容＞ 

漁業者と国の拠出により価格上昇分を補填するセーフティーネット構築事業に

おける積立相当額に対し、10万円を上限に補助する。 

＜予算額＞ 

２０３万円 

 

 

⑤ 農林漁業者経営継続支援（出荷資材高騰対策事業） … 農林水産課 

＜概要＞ 

原油価格高騰に伴う出荷資材の価格高騰による農林漁業経営への影響を軽減

するため、出荷資材価格高騰分に対し補助する。 

＜補助対象者＞ 

❶出荷資材経費の低減に取り組む農林漁業者 



❷ワンヘルス認証を取得し、その認証ロゴマーク付きの出荷資材で商品を出荷

する農林漁業者 

＜補助内容＞ 

令和４年度と令和５年度の出荷資材経費の差額相当額に対し、 

❶は 1/4、❷は 1/3 を補助する。 

※別途、県においては❶は 1/2、❷は 2/3補助あり。 

＜予算額＞ 

２，２７０万円 

 

 

⑥ 農業経営継続支援（畜産飼料高騰対策事業） … 農林水産課 

＜概要＞ 

原油価格や物価高騰に伴う飼料価格の高騰による農業経営への影響を軽減す

るため、飼料価格高騰分に対し補助する。 

＜補助対象者＞ 

市内に住所又は本社がある畜産業者 

＜補助対象経費＞ 

令和 4年と令和 5年の飼料価格高騰分 

＜補助内容＞ 

国からの 2/5補助を除いた飼料高騰額に対し定額助成 

乳牛、肉牛：約 370 頭  鶏：約 1,500 羽 

＜予算額＞ 

  １８４万円 

 

 

⑦ 学校給食・食材高騰支援事業 … 学校教育課 

＜概要＞ 

学校給食の材料費高騰による給食の質の低下を防ぎ、保護者負担が増えるこ

となくこれまで通りの栄養バランスや量を保ったおいしい給食を子どもたち

に提供するため、材料費高騰分を学校給食会に対し追加補助する。 

＜追加分＞  

・小学校 200円/月（価格高騰分）×11 月×1,800人＝396 万円 

・中学校 250円/月（価格高騰分）×11 月×900人≒248万円 

 計 644万円 

＜予算額＞  

５５０万円 

※追加分 644万円－執行残 94万円＝追加補助額 550万円 

 

 



⑧ 社会福祉施設等物価高騰対策事業 … 福祉課・介護支援課  

＜概要＞ 

物価高騰の影響を受けている市所管の介護・障がい福祉サービス事業所に対

し、光熱費等の上昇分相当額を支援する。 

＜対象施設及び支援内容＞  

❶介護サービス事業所  

・訪問系    27,800円×13事業所≒36万円 

・通所系（高圧）12,200円×利用定員 51人（3事業所）≒62万円 

・通所系（低圧）8,000円×利用定員 94 人（8事業所）≒75 万円 

・入所系（低圧）17,500円×利用定員 121人（13事業所）≒212万円 

❷障がい福祉サービス事業所 

・訪問系    27,800円×3事業所≒8万円 

・通所系（高圧）12,200円×利用定員 25人（2事業所）≒31万円 

※❶❷共に県所管の事業所は県より直接補助予定（補助単価は県と同じ） 

＜予算額＞ 

424万円 

 

 

⑨ 保育所等物価高騰対策事業 … 子ども子育て課 

＜概要＞ 

物価高騰等の影響を受けている保育所等に対し、運営に係る負担を軽減するた

めの支援金を支給する。 

＜支援内容＞ 

保育所 7ヵ所、認定こども園 2ヵ所  

燃料費（送迎バスあり）：補助単価 400円×利用定員 1,000人＝40万円 

※認定こども園（幼稚園型）は、県より直接補助予定 
＜予算額＞ 

４０万円（県補助 1/2…20万円） 

 

 

 

 

みやま市支援策（第２弾）合計：１億２９６万円 

【財源内訳】 

地方創生臨時交付金      8,217万円 

県補助金             20万円  

市一般財源          2,059万円 


